
議題(5)資料 

第４次岡山県廃棄物処理計画の策定について 

 

県では、「岡山県廃棄物処理計画」を策定し、廃棄物の減量化、リサイクルや適

正処理の推進等の施策を、総合的かつ計画的に進めてきたが、このたび、第３次計

画の計画期間が終了したことを受け、第４次となる岡山県廃棄物処理計画を策定す

る。 

 

１ 策定の背景 

(1) 廃棄物処理をめぐる状況変化 

第３次計画策定後、東日本大震災の教訓を踏まえた災害廃棄物対応の県計画

を策定したことや、小型家電リサイクル法の制定を受け、市町村による使用済

み小型家電の回収が始まったことなど、状況変化が生じている。 

(2) 廃棄物処理に関する国の基本方針の変更 

平成２８年１月に国の基本方針の変更が示され、県廃棄物処理計画に反映で

きる状況となった。 

 

２ 計画の概要 

(1) 計画の期間 

平成２８年度から平成３２年度の５年間 

(2) 計画の理念 

これまでの計画を継承し、「循環を基調とした廃棄物再生処理システムの構

築」、「廃棄物の削減による環境への負荷の低減」とする。 

 (3) 計画の内容 

現状と課題を整理、抽出した上で、これまでの計画の達成状況や廃棄物処理

をめぐる状況の変化、国の基本方針などを踏まえながら、将来予測を行った上

で、目標の設定や目標達成に向けた基本施策の方向性や取組を検討する。 

［将来予測・目標設定項目］ 

排出量、リサイクル率、最終処分量 など 

［基本施策］ 

排出者（事業者）責任の徹底・強化、排出抑制と循環的利用の推進、 

廃棄物処理施設の計画的な整備の促進、災害廃棄物の適正処理の確保 など 

 

３ 今後のスケジュール（予定） 

平成２８年 ９月～１１月 環境審議会での審議 

１１月～１２月 県民等意見聴取（パブリックコメント）実施 

平成２９年 １月  環境審議会（答申） 

３月 計画の策定、公表 



議題(5)資料 

※参考１：廃棄物処理法に基づく基本方針（H28.1月）の主な変更点 

１ 変更の背景 

○東日本大震災を契機とする廃棄物処理法の改正（H27）により、災害廃棄物

の処理に係る基本理念及び国、地方公共団体及び事業者等関係者間の連

携・協力の責務が明確化されるとともに、国の基本方針に規定する事項に、

非常災害時に関する事項が追加 

○上記の他、前回変更（H22）以降、小型家電リサイクル法制定等のリサイク

ル制度の進展など、廃棄物処理を取り巻く情勢が変化 

２ 変更の概要 

（１）廃棄物の排出量、再生利用率、最終処分量の目標 

数値目標項目 目標値（平成３２年度） 

一

般

廃

棄

物 

排出量 対２４年度で約１２％削減 

排出量に対する再生利用量の割合 

（リサイクル率） 
２４年度約２１％を約２７％に増加 

最終処分量 対２４年度で約１４％削減 

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量 

【新規】 
３２年度に５００ g/人日 

産

業

廃

棄

物 

排出量 対２４年度で排出量の増加を３％に抑制 

排出量に対する再生利用量の割合 

（リサイクル率） 
２４年度約５５％を約５６％に増加 

最終処分量 対２４年度値で約１％削減 

（２）廃棄物処理を取り巻く情勢変化への対応 

ア 非常災害時における廃棄物の適正な処理に関する施策の推進等に関す

る事項 

イ 各種リサイクル制度の進展への対応 

食品ロス削減、家電四品目の義務外品の取扱い、使用済小型家電リサ

イクルに関し、廃棄物の減量化の目標量達成のための取組目標として以

下のものを追加 

目標項目 目標値 

家庭系食品ロスの排出量を把握している市町

村数 

平成 25年度 43市町村 

→平成 30年度 200市町村 

家電リサイクル法上の小売業者の引取義務外

品の回収体制を構築している市町村の割合 

平成 25年度 約 59％ 

→平成 30年度 100％ 

使用済小型電子機器の再生のための回収を行

っている市町村の割合 

平成 25年度 約 43％ 

→平成 30年度 80％ 

ウ その他 

第３次循環型社会形成推進基本計画制定（H25）、廃棄物処理法改正等

に関する記述の盛込み など 



議題(5)資料 

※参考２：第３次計画の概要 

１ 策定時期 

平成２４年２月 

 

２ 計画期間 

平成２３年度～平成２７年度 

 

３ 基本理念 

○循環を基調とした廃棄物再生・処理システムの構築 

○廃棄物の削減による環境への負荷の低減 

 

４ 基本方針 

○排出者（事業者）責任の徹底・強化 

○排出抑制と循環的利用の推進 

○適正処理の推進 

○廃棄物処理施設の計画的な整備の促進 

○廃棄物情報の共有化と相互理解 

 

５ 計画の進捗状況 

平成２７年度の数値目標 
策定時点 計画期間 

２１年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

一 

般 

廃 

棄 

物 

排出量を 

１人１日当たり９３５ｇ 

とする。 

ｇ     

９７１ ９６２   ９４７    ９７０ １，０００ 

リサイクル率を 
３２．７％とする。 

％     

２６．０   ２６．１   ２６．７   ２７．１   ２９．５ 

最終処分量を 
１３０トン/日とする。 

t/日     

１５５．８ １２７．３ １１６．９ １１５．５ １００．７ 

産 

業 

廃 

棄 

物 

排出量をおおむね 

６，０００千トン/年 

とする。 

千 t／年     

５，７３８ ５，８５３ ５，８０３ ５，７０４ ５，５２５ 

リサイクル率を 
３９．１％とする。 

％     

３６．７ ３６．７ ３８．７ ３７．３ ４３．４ 

最終処分量を 
３０５千トン/年とする。 

千 t／年     

３３５ ３６２ ３１７ ３１３ ３１８ 

※一般廃棄物の１人１日当たり排出量＝｛市町村収集量（計画収集量＋直接搬入量）＋集団回収量｝ 

÷総人口（住民基本台帳人口）÷年日数 



議題(5)資料 

※参考３：廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）（抜粋） 

 

（基本方針） 

第５条の２  環境大臣は、廃棄物の排出の抑制、再生利用等による廃棄物の減量そ

の他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的

な方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２  基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一  廃棄物の減量その他その適正な処理の基本的な方向 

二  廃棄物の減量その他その適正な処理に関する目標の設定に関する事項 

三  廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策を推進するための基本的事

項 

四  廃棄物の処理施設の整備に関する基本的事項 

五  非常災害時における前二号に掲げる事項に関する施策の推進を図るために必

要な事項 

六  前各号に掲げるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理に関し必要

な事項 

３～４ （略） 

 

（都道府県廃棄物処理計画） 

第５条の５  都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県の区域内における廃棄

物の減量その他その適正な処理に関する計画（以下「廃棄物処理計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 廃棄物処理計画には、環境省令で定める基準に従い、当該都道府県の区域内に

おける廃棄物の減量その他その適正な処理に関し、次に掲げる事項を定めるもの

とする。 

一 廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

二 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する基本的事項 

三 一般廃棄物の適正な処理を確保するために必要な体制に関する事項 

四 産業廃棄物の処理施設の整備に関する事項 

五 非常災害時における前三号に掲げる事項に関する施策を実施するために必要

な事項 

３ 都道府県は、廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、環境基本法 （平成５年法律第９１号）第４３条 の規定により置かれ

る審議会その他の合議制の機関及び関係市町村の意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県は、廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表するよう努めなければならない。 

 


